
令和４年度　消防局重点事業実施結果

成果指標 単位 目標 結果 達成度

1 消防局中長期計画の見直し及び次期実施計画の策定

消防局中長期計画の見直し - 実施 実施 〇

次期実施計画における消防局事業の策定 - 実施 実施 〇

2 千葉県と千葉市の連携推進会議における協議の推進

消防防災ヘリコプター共同運航体制の構築に向けた協議 - 実施 実施 〇

消防防災ヘリコプター共同運航開始までの間、維持管理経費の財政負担 - 実施 実施 〇

消防防災ヘリコプター機体更新時の財政負担 - 実施 未実施 ×

3 地域消防防災の中核的役割を担う消防団体制の充実強化

小型動力ポンプ付積載車の整備 台 3 3 〇

防火衣・防火帽・防火長靴の整備 着 58 58 〇

消防団員充足率 ％ 100 75.8 ×

消防団体制に関する検討会 回 5 5 〇

消防団協力事業所登録数　６事業所増 所 6 0 ×

消防団応援事業所登録数　６事業所増 所 6 1 ×

千葉市学生消防団活動新規認証数 人 2 3 〇

4 “市民に身近な消防”を目指すための消防広報の充実強化

市民見学会等各種イベントでのアンケート　市民の理解度 ％ 70 89 〇

各所属で計画した消防広報戦略プラン実施率 ％ 100 91 △

Twitterフォロワー数 件 10,000 11,127 〇

YouTube投稿数 件 12 18 〇

音楽隊コンサートでの消防広報実施率 ％ 100 100 〇

5 内部統制の確実な運用

財務事務に関するリスク発生件数　 件 0 6 ×

6 人材育成と不祥事防止対策の推進

消防局人材育成・活用基本方針の改正 - 実施 未実施 ×

人事考課研修 - 実施 実施 〇

コンプライアンスに係る研修 - 実施 実施 〇

所属長等による所属全職員面談 - 実施 実施 〇

管理職対象のマネジメント能力向上研修 - 実施 実施 〇

部下から上司を評価するアンケート結果 - 実施 実施 〇

職員の非違行為による懲戒処分（免職・停職・減給・戒告） 件 0 0 〇

7 ワークライフバランスの実現及び健康管理対策の推進

職員の月45時間を超える時間外勤務　年間６月以上の職員数 人 0 0 〇

年間の時間外勤務の上限360時間（他律的業務職場は上限720時間）

を超えた職員数
人 0 0 〇

育児休業取得者／対象者 ％ 100 63 ×

育児参加休暇・配偶者出産休暇取得者／対象者 ％ 100 96.3 △

１週間に１回以上は保育所等への送迎を行う職員／対象者 ％ 100 71.3 ×

保健指導の推進　保健指導実施者／対象者 ％ 100 100 〇

定期健康診断結果を受けた二次検診受検率 ％ 100 91.6 △

新型コロナウイルス職場における集団的な感染発生数 件 0 0 〇

高ストレス判定を受けた者に対する医師の面接指導勧奨 - 実施 実施 〇

達成度

〇：100％達成 △： 80％以上達成 ×： 80％未満の達成



成果指標 単位 目標 結果 達成度

メンタルヘルスケアの推進 - 実施 実施 〇

勤務終了後から次の勤務の開始までが11時間未満となる回数 回/月 2 14 ×

8 消防庁舎等の整備

畑出張所の建替に係る基本設計 - 実施 実施 〇

稲毛消防署の非常用発電設備改修工事 - 実施 実施 〇

花見川消防署の空調設備改修工事 - 実施 実施 〇

緑消防署の屋上防水改修工事 - 実施 実施 〇

9 消防車両等の整備

消防車両等の更新 台 9 7 ×

法定点検整備 台 214 213 △

10 教育訓練内容の充実

指導技法に関する実技及び教育 回 3 3 〇

初任科生　消防技能管理基準総合判定C級以上　 ％ 100 100 〇

初任科生　実践ホース延長訓練 ％ 100 100 〇

第二級陸上特殊無線技士及び危険物取扱者乙種第４類取得　 ％ 100 98 △

11 学校教官の指導能力向上及び職員の教育環境整備

学校教官１人あたりの各種研修参加 回 5 5 〇

職員１人あたりのe-ラーニング受講数 項目 4 4 〇

12 消防・救助体制の充実強化

警防計画に基づく図上訓練及び現地訓練 - 実施 実施 〇

各級指揮者に対する教育 - 実施 実施 〇

警防技術大会 - 実施 実施 〇

消防技能管理基準総合判定B級以上 ％ 100 100 〇

救助隊員の基礎能力確認総合等級１級 ％ 100 100 〇

大規模長時間救助活動訓練 - 実施 実施 〇

救助隊員集合研修 ％ 実施 実施 〇

国際消防救助隊千葉県連携訓練 - 参加 参加 〇

火災対応研修会 - 実施 実施 〇

救助大会強化訓練 - 実施 実施 〇

ウェアラブルカメラの映像を活用した研修会（１署あたり） 回 2 2 〇

消防水利整備方針に基づく防火水槽の整備（設置工事） 基 1 1 〇

既設防火水槽の計画的修繕 か所 8 8 〇

防火衣等の個人装備品及び車両積載資機材の更新 - 実施 実施 〇

高圧ガス充填資機材の配備 - 実施 実施 〇

大規模イベント等に係る消防特別警備実施計画の策定 - 実施 実施 〇

テロ災害等に対応した訓練 - 実施 実施 〇

13 広域消防応援体制及び受援体制の充実強化並びに特殊災害対応能力の向上

消防対策本部統制部訓練 回 2 2 〇

大規模災害対応訓練 - 実施 実施 〇

緊急消防援助隊研修会 - 実施 実施 〇

緊急消防援助隊後方支援隊訓練 - 実施 実施 〇

千葉県消防広域応援隊合同訓練 - 参加 参加 〇

緊急消防援助隊全国合同訓練 - 参加 参加 〇

緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練 - 参加 参加 〇

九都県市合同防災訓練（中央会場） - 参加 参加 〇



成果指標 単位 目標 結果 達成度

CBRNE災害対応訓練 - 実施 実施 〇

CBRNE研修会 - 実施 実施 〇

神経剤解毒剤自動注射器研修 - 実施 実施 〇

14 応急手当普及啓発活動及び救急需要対策の推進

救命講習年間受講者数 人 10,000 13,160 〇

心肺停止傷病者に対する市民による応急手当実施率 ％ 55 51.5 △

応急手当インストラクター等と協働した救命講習回数 回 120 169 〇

応急手当インストラクター等と協働した救命講習の協働人数 人 400 536 〇

搬送困難事例の解消に向けた医療機関との連携 - 実施 実施 〇

市民団体との協働による救急車の不適切な頻回利用者対策 - 実施 実施 〇

救急需要を捉えた救急隊の配置 - 実施 未実施 ×

15 救急業務の高度化の推進

新規救急救命士の養成 人 4 4 〇

気管挿管認定救急救命士の養成 人 8 4 ×

ビデオ硬性挿管用喉頭鏡認定救急救命士の養成 人 10 10 〇

救急隊員の再教育 人 312 41 ×

救急救命士就業前病院研修 人 10 9 △

救急活動時間の短縮 - 短縮 延伸 ×

16 無線通信基盤等の再整備の推進

指令管制システム機器の部品交換 - 実施 実施 〇

署活系無線機の更新 機 48 48 〇

ヘリテレ赤外線カメラのオーバーホール - 実施 実施 〇

17 指令管制員等の訓練教育体制の充実

通報の受付から出動指令まで、平均２分以内の維持継続 - 継続 継続 〇

指導管制員（各指令班２人）の養成と指名 - 実施 実施 〇

教育訓練の実施 回 16 16 〇

大規模災害対応訓練 回 4 4 〇

システム停止訓練 回 4 4 〇

無線運用訓練 回 4 4 〇

口頭指導訓練 回 4 4 〇

第一級陸上特殊無線技士の養成 人 3 3 〇

航空特殊無線技士の養成 人 4 4 〇

18 安全運航体制の充実強化

消防防災ヘリコプターの更新機種を検討 - 実施 実施 〇

操縦訓練 回 40 50 〇

隊員訓練 回 24 25 〇

防災訓練　 回 16 20 〇

計器飛行訓練 人 5 4 △

整備関係講習会 人 1 1 〇

パイロット及び整備士の専門訓練 人 3 3 〇

無事故飛行 - 延伸 延伸 〇

19 救助隊、水上隊、消防隊及び救急隊との連携訓練による航空消防活動の強化

連携航空救助員習熟訓練 人 6 3 ×

救助隊及び救急隊等との連携訓練 回 7 8 〇



成果指標 単位 目標 結果 達成度

20 県内消防機関との連携強化

県内消防機関を対象とした連携訓練の消防機関 機関 3 2 ×

21 住宅防火対策の推進

住宅用火災警報器の設置率向上（令和3年7月現在77％） ％ 77 83 〇

住宅防火講話 回 330 146 ×

自治会向けリーフレットの作成配布（市内自治会) 組 25,000 0 ×

住宅防火教育／未就学児(市内保育所幼稚園） 回 114 177 〇

住宅防火教育／小学生（市内小学校　小学3年対象） 回 108 118 〇

住宅防火教育／中学生（市内中学校） 回 18 59 〇

住宅防火教育／成人高齢者（自主防災組織） 回 330 146 ×

広報動画の作成及びウェブサイトの公開 - 実施 実施 〇

感震ブレーカー自治会向けリーフレットの作成配布 組 25,000 1,458 ×

感震ブレーカー自治会向け説明会 - 実施 実施 〇

感震ブレーカー広報動画の作成等 - 実施 未実施 ×

感震ブレーカー等設置補助事業 世帯 400 85 ×

22 火災調査体制の充実強化

火災調査に係る集合研修（６科目×５0人） 人 300 503 〇

火災現場等における実地研修（１２回×５人） 人 60 31 ×

火災調査アドバイザーの養成 人 6 8 〇

火災調査結果に基づく火元者事業所製品ﾒｰｶｰ等への指導助言 ％ 100 94.6 △

不明火災の低減化　不明率 ％ 4 1.9 〇

23 消防法令違反の早期是正の推進

重大違反対象物に対する違反是正達成率 ％ 100 58 ×

特定違反が継続する違反対象物に対する違反是正達成率 ％ 100 84 △

24 高度で専門的知識を有する査察要員の育成

WEBを活用した所管課教育の充実（年間４研修以上） - 実施 実施 〇

予防技術資格者の資格者育成

e-ラーニングシステムを活用した研修
- 実施 実施 〇

予防技術検定の合格者６人以上 人 6 18 〇

25 危険物製造所及び特定事業所並びに火薬類施設及び高圧ガス施設の保安確保

危険物製造所（特定事業所含む）、火薬類施設、高圧ガス施設に対する

立入検査実施率
％ 100 99.1 △

特定事業所及び共同防災組織に対する防災体制（対策）に係る千葉県石

油コンビナート等防災本部との合同立入調査実施率
％ 100 100 〇

26 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に係る権限の委譲に向けた体制の整備

関係条例の制定又は改正 - 実施 実施 〇

指導行政に必要な審査指針の制定 - 実施 実施 〇

27 指導行政に必要な審査指針等の整備

危険物規制審査指針等の改正　（令和４年度修正版） - 改正 未改正 ×

消防用設備等技術基準等の改正（令和４年度修正版） - 改正 改正 〇

火薬類規制審査指針等の改正　（令和４年度修正版） - 改正 改正 〇

高圧ガス規制審査指針等の改正（令和４年度修正版） - 改正 改正 〇


